
平成 13年 3月期 決算短信 (連結)  平成 13年 5月 24日

上   場   会   社   名       日野自動車株式会社 上場取引所東 大 名 福 札

コード番号       7205 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経営企画部　広報室長 東京都

              氏　  名　　　　　　　　　　　　　　高田晃弘 TEL (03) 5419 - 9320
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 24日

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年  3月期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　 売    上    高      営  業  利  益 　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 703,998 7.8 5,649 － 3,056 －
12年  3月期 653,287 51.1 △ 27,458 － △ 25,685 －

            当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 △ 13,301 － △ 29　54 － △ 13.9 0.4 0.4
12年  3月期 △ 21,837 － △ 59　65 － △ 20.6 △ 4.2 △ 3.9
(注)①持分法投資損益 13年  3月期            △985 百万円          12年  3月期              341 百万円
     ②期中平均株式数（連結）　13年  3月期   450,315,932 株　　　12年  3月期   366,104,363 株
     ③会計処理の方法の変更 有
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 　　円　　銭

13年  3月期 765,310 84,101 11.0 186　02
12年  3月期 832,554 107,657 12.9 241　01
(注)期末発行済株式数（連結）　13年  3月期   452,102,125 株　　　12年  3月期   446,695,730 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　営業活動による 　　投資活動による 　財務活動による 現金及び現金同等物
　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

13年  3月期 26,743 27,492 △ 81,101 41,967
12年  3月期 41,898 △ 22,428 △ 42,754 68,958

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  65　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　14　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）1　社  （除外）5　社   持分法（新規）1　社  （除外）　1　社

２. 14年  3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 358,000 2,000 1,500
通　　期 747,000 12,000 24,500
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１．経営方針

１．会社の経営の基本方針

日野自動車グループは、いつの時代においても人々の生活に欠かせない、輸送・交通を主

事業分野とし、文化の一形態としての輸送・交通のあるべき姿をハード・ソフトの両面から

追求し、ゆとりある快適な社会・生活に貢献することを共通の理念としております。

事業活動におきましては、株主・顧客・従業員・取引先など、全てのステークホルダーに

価値ある存在であると共に、環境と調和し、自然と共存することを、基本方針と致しており

ます。

２．中長期的な会社の経営戦略

平成１２年度におきましては、本年度から１４年度に亘る中期経営計画により、グループ

の構造改革による企業基盤の強化を強力に進めつつあります。

平成１２年８月には、日野ブランドのバス製造会社である日野車体工業株式会社を株式交

換により完全子会社化致しました。

また、期中、販売会社の累積損失の解消と過小資本の是正を図るため資本強化を実施する

と共に、国内販売体制の強化を図るため平成１３年４月１日より販売会社の統合を図り、従

来の５２社から４３社体制に致しました。

現在推進中の中期計画を完遂することにより、厳しい市場環境の中でも収益の上げられる

強健な体質を確立することを目指しております。

３．関連当事者（親会社）との関係に関する基本方針

トヨタグループの一員として、トヨタ自動車株式会社との連携を更に強化し、小型トラッ

ク事業、海外事業の拡大を図り、トヨタグループのトラック・バス部門として、日野グルー

プ事業の発展を目指して参ります。
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２．経営成績

１．当期の概況

　当期の世界経済は、期前半は欧米・アジアで景気が拡大、良好な状態が続きましたが、後

半に至り、米国の景気拡大テンポが鈍化し世界経済全体も減速致しました。

日本経済につきましては、民間設備投資が堅調に推移し、企業業績にも改善の兆しが見え

たものの、個人消費は伸び悩み、総じて回復感の乏しい状況で推移いたしました。

当社の主力市場である国内普通トラック市場におきましては、期前半はカーゴ車系を中心

に回復基調にありましたが、後半に至って失速し、年度総需要は極端な不振にあった前期の

７.４万台からは増加したものの、７.７万台と依然８万台を下回る低い水準にとどまりまし

た。

海外販売台数につきましては、インドネシアを中心としたアジア市場での販売増、オース

トラリアへの小型トラック「デュトロ」の投入等により１９,３８０台と前期実績

（１４,９６５台）を上回ることができました。

国内・海外を合わせたトラック・バスの販売台数は５２,５１６台と前期（４４,９６７台）

を１６.８％上回りました。

一方、トヨタ自動車株式会社よりの受託生産車台数は１４０,７３４台と前期比３.９％増

となりました。

以上、当期は国内・海外販売台数、トヨタ受託車、いずれも増加致しましたため、総売上

高は前期比７.８％増の７,０４０億円となりました。

損益面におきましては、収益確保のための原価低減活動を強力に推進致し、経常利益で

３０億円となりました。

特別損失と致しまして退職給付会計基準変更時差異償却２１７億円等を計上致しましたた

め、当期純損失は１３３億円となりました。

２．次期の見通し

平成１３年度の世界経済は、米国経済の減速、アジア諸国の回復テンポの鈍化が見込まれ、

日本経済についても先行き明確な回復にまでは至らないものと予想されます。

国内普通トラック市場におきましては、建設用需要の構造的不振に変化はなく、カーゴ用

需要につきましても急速な回復は見込めない状況にあります。

海外市場に関しましても主力市場の東南アジア諸国の本格回復には依然時間がかかるもの

と考えております。

このような状況の下、当社グループは、環境対応技術の革新的向上に挑戦するとともに、

構造改革の推進による低コスト体質の確立を図り、お客様に満足いただける商品を提供して

まいる所存です。

平成１３年度の業績見通しにつきましては、以下の通りであります。

売上高　　　　　７,４７０億円

経常利益　　　　　 １２０億円

当期純利益　　　　 ２４５億円



３．企業集団の状況

得　　 　　　　　　　意　　　　 　　　　　　先

日　　野　　自　　動　　車　　㈱

国内販売会社（４３社）
〈子会社〉
　東京日野自動車㈱
　大阪日野自動車㈱
　福岡日野自動車㈱
　横浜日野自動車㈱
　札幌日野自動車㈱
　埼玉日野自動車㈱
　千葉日野自動車㈱
　京滋日野自動車㈱
　新宮城日野自動車㈱　ほか27社
〈関連会社〉
　広島日野自動車㈱
　三重日野自動車㈱　　ほか 5社

海外生産･販売会社（１３社）
〈子会社〉
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ（ﾀｲﾗﾝﾄﾞ）LTD.
　ﾋﾉ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ･ﾄﾗｯｸｽ（U.S.A.）INC.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｾｰﾙｽ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ PTY.LTD.
　P.T.ﾋﾉｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｭｱﾘﾝｸﾞ
　ﾋﾉ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ･ﾄﾗｯｸｽ（ｶﾅﾀﾞ）LTD.
　ﾋﾉ･ﾊﾟｯｸﾓｰﾀｰｽ LTD.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ（ﾏﾚｰｼｱ）SDN.BHD.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ（ﾖｰﾛｯﾊﾟ）N.V.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（U.S.A.)INC.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ（ﾍﾞﾄﾅﾑ）LTD.　 　ほか２社
〈関連会社〉
　瀋陽瀋飛日野汽車製造有限公司

国内および輸出販売（１社）
〈その他の関係会社〉
　トヨタ自動車㈱

　当社の企業集団等は、当社、子会社１０３社、関連会社２２社、その他の関係会社１社で構成され、トラッ
ク・バスの製造販売およびトヨタ自動車㈱からの受託生産を主な内容とし、更に事業に関連する製品の開発、設
計及びその他のサービス等の事業活動を展開している。

　事業の系統図および主要な会社名は次のとおりである。

トラック・バス トラック・バス 受　託　車

部　品

組立・架装メーカー（１社）
〈子会社〉日野車体工業㈱

組立・架装

鋳鍛造部品メーカー（３社）
〈子会社〉理研鍛造㈱、福島製鋼㈱、㈱吉沢鉄工所

機械加工部品メーカー（３社）
〈子会社〉明友機工㈱、㈱ソーシン
〈関連会社〉㈱工進精工所

プレス部品メーカー（２社）
〈子会社〉㈱武部鉄工所
〈関連会社〉武蔵プレス工業㈱

完成部品メーカー（４社）
〈子会社〉三共ラヂエーター㈱、㈱ホリキリ
〈関連会社〉澤藤電機㈱、埼玉機器㈱

その他（５５社）
〈子会社〉
　日昇産業㈱（部品･用品販売）
　日野通商㈱（部品販売･保険代理業）
　日野興産㈱（リース業）　ほか　４３社
〈関連会社〉
　三井精機工業㈱　　　　　ほか　　８社

ＫＤ梱包、港湾運送（１社）
〈関連会社〉
　㈱岡本フレイターズ

車両・部品等

車両･部品

－ 4 －
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 ４.生産、販売の状況

（１）生産実績

当 期 前 期

区　　分 自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日 増　減

至 平成13年3月31日 至 平成12年3月31日

トラック・バス 49,821 台 45,421 台  4,400 台

受　託　車　両 140,734 台 135,459 台  5,275 台

エ　ン　ジ　ン 7,957 基 9,135 基 △ 1,178 基

（２）販売実績
（単位：百万円）

当 期 前 期

区　　分 自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日 増　減

至 平成13年3月31日 至 平成12年3月31日

国 内 台数 33,136 台 30,002 台  3,134 台

金額 227,819 204,464  23,355

海 外 台数 19,380 台 14,965 台  4,415 台

金額 60,749 46,072  14,676

計 台数 52,516 台 44,967 台  7,549 台

金額 288,569 250,537  38,032

車 両 台数 140,734 台 135,459 台  5,275 台

金額 141,447 136,961  4,485

海外生産用部品他 金額 50,154 57,387 △ 7,232

計 金額 191,601 194,348 △ 2,747

国 内 金額 46,394 44,989  1,405

海 外 金額 11,177 9,844  1,332

計 金額 57,572 54,834  2,738

国 内 金額 130,317 119,924  10,393

海 外 金額 7,686 9,588 △ 1,901

ト ヨ タ 金額 28,250 24,054  4,195

計 金額 166,254 153,567  12,687

計 金額 703,998 653,287  50,710
（注）百万円未満は切り捨てて表示している
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５．連結財務諸表等

(1)連結損益計算書
(百万円未満切り捨て)

　　当　　 期 　　前　　 期
   　 科　　　目  自 12年 4月 1日  自 11年 4月 1日 　 増     減

 至 13年 3月31日  至 12年 3月31日

　 　百万円 　 　百万円 　 　百万円

売 上 高 703,998 653,287  50,710

売 上 原 価 593,328 576,020  17,308

　　売　上　総　利　益　 110,669 77,267  33,402
販売費及び一般管理費 105,019 104,726  293

　　営   業   利   益 5,649 △ 27,458  33,108

営 業 外 収 益 ( 10,383 ) ( 15,655 ) ( △ 5,271 )
受取利息及び配当金 1,857 6,428 △ 4,570

　持分法による投資利益 －  341 △ 341

　雑　　　　　　　　 益 8,525 8,885 △ 359
営 業 外 費 用 ( 12,976 ) ( 13,883 ) ( △ 906 )

　支　　払　　利　　息 8,389 10,726 △ 2,336

　持分法による投資損失 985 －   985
　雑　　　　　　　　 損 3,601 3,156  444

　　経   常   利   益 3,056 △ 25,685  28,742
特 別 利 益 15,080 2,068  13,012

特 別 損 失 28,057 11,200  16,856

  税金等調整前当期純利益 △ 9,919 △ 34,817  24,898

法人税、住民税及び事業税 1,795 560  1,235

法 人 税 等 調 整 額 3,538 △ 10,532  14,070

少 数 株 主 利 益 △ 1,951 △ 3,008  1,057
　 当  期  純  利  益 △ 13,301 △ 21,837  8,535

(2)連結剰余金計算書
(百万円未満切り捨て)

　　当　　 期 　　前　　 期
   　 科　　　目  自 12年 4月 1日  自 11年 4月 1日 　 増     減

 至 13年 3月31日  至 12年 3月31日

　 　百万円 　 　百万円 　 　百万円

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 37,286 71,695 △ 34,409

 (連結剰余金期首残高) ( 37,286 ) ( 59,857 ) ( △ 22,571 )

 (過年度税効果調整額) ( －  ) ( 11,837 ) ( △ 11,837 )

連 結 剰 余 金 増 加 高
 (連結子会社・持分法適用 ( －  ) ( 5,720 ) ( △ 5,720 )

  会社の合併に伴う増加高）

連 結 剰 余 金 減 少 高 4,044 18,292 △ 14,248

 (役   員   賞   与) ( 6 ) ( 6 ) ( 0 )

 (新規連結・合併等によ ( 4,038 ) ( －  ) ( 4,038 )

　る減少高)

 (連結子会社・持分法適用 ( －  ) ( 18,286 ) ( △ 18,286 )

 会社の増加に伴う減少高） 　

当 期 純 利 益 △ 13,301 △ 21,837 8,535

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 19,939 37,286 △ 17,346
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(3)-1 連結貸借対照表
(百万円未満切り捨て)

 　当　　　期  　前　　　期 　 増     減
    科　　　目  (13年 3月31日)  (12年 3月31日)

 （資 産 の 部）       百万円       百万円       百万円

 流   動   資   産 ( 389,661 ) ( 409,255 ) ( △ 19,593 )

現 金 及 び 預 金 42,831 80,403 △ 37,572

受取手形及び売掛金 243,742 228,583  15,158

有 価 証 券 1,786 7,344 △ 5,557

た な 卸 資 産 70,843 75,375 △ 4,531

繰 延 税 金 資 産 20,293 6,180  14,112

そ の 他 14,819 13,464  1,355

貸 倒 引 当 金 △ 4,655 △ 2,097 △ 2,558

 固   定   資   産 ( 375,648 ) ( 416,868 ) ( △ 41,219 )

有 形 固 定 資 産 316,034 335,173 △ 19,139

建 物 及 び 構 築 物 114,939 120,150 △ 5,210

機械装置及び運搬具 80,528 93,356 △ 12,828

工 具 器 具 備 品 13,185 19,141 △ 5,955

リ ー ス 資 産 5,699 7,355 △ 1,656

土 地 96,423 89,080  7,342

建 設 仮 勘 定 5,258 6,088 △ 830

無 形 固 定 資 産 4,590 6,480 △ 1,889

ソ フ ト ウ ェ ア 2,660 4,128 △ 1,467

リ ー ス 資 産 －  128 △ 128

連 結 調 整 勘 定 966 1,208 △ 242

そ の 他 963 1,014 △ 50

投資その他の資産 55,023 75,214 △ 20,190

投 資 有 価 証 券 41,237 45,641 △ 4,403

長 期 貸 付 金 1,797 2,148 △ 350

繰 延 税 金 資 産 2,112 16,865 △ 14,753

そ の 他 15,420 16,425 △ 1,005

貸 倒 引 当 金 △ 5,545 △ 5,866  321

 為替換算調整勘定 ( －  ) ( 6,431 ) ( △ 6,431 )

   資 産 合 計 765,310 832,554 △ 67,244
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(3)-2 連結貸借対照表
(百万円未満切り捨て)

 　当　　　期  　前　　　期 　 増     減
    科　　　目  (13年 3月31日)  (12年 3月31日)

 （負 債 の 部）       百万円       百万円       百万円

 流   動   負   債 ( 532,089 ) ( 541,009 ) ( △ 8,919 )

支払手形及び買掛金 126,546 118,543  8,002

短 期 借 入 金 297,976 348,538 △ 50,561

一年内返済予定の長期借入金 43,392 27,783  15,609

一年内償還予定の社債 20,000 －   20,000

未 払 金 5,714 7,329 △ 1,614

未 払 法 人 税 等 1,368 841  527

賞 与 引 当 金 8,171 7,738  432

製 品 保 証 引 当 金 5,297 4,980  317

そ の 他 23,621 25,254 △ 1,632

 固   定   負　 債 ( 140,448 ) ( 175,748 ) ( △ 35,299 )

社 債 40,000 60,000 △ 20,000

長 期 借 入 金 54,003 93,971 △ 39,967

繰 延 税 金 負 債 4,101 174  3,926

退 職 手 当 引 当 金 －  21,570 △ 21,570

退 職 給 付 引 当 金 42,243 －   42,243

そ の 他 100 32  68

   負 債 合 計 672,538 716,757 △ 44,219

 （少数株主持分）

 少 数 株 主 持 分 8,670 8,139  531

 （資 本 の 部）  

 資      本      金 39,573 39,324  249

 資  本  準  備  金 31,163 31,135  28

 連　結　剰　余　金 19,939 37,286 △ 17,346

 為替換算調整勘定 △ 6,554 －  △ 6,554

 自   己   株   式 △ 3 △ 4  1

 子会社の有する親会社株式 △ 18 △ 84  66

   資 本 合 計 84,101 107,657 △ 23,556

 負債・少数株主持分・資本 合計 765,310 832,554 △ 67,244
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書
(百万円未満切り捨て)

当 　 期 前　　期
   　 科　　　　　　目 自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日

至 平成13年3月31日 至 平成12年3月31日
　 　百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 △ 9,919 △ 34,817
減価償却費 38,188 44,535
連結調整勘定償却額 369 243
貸倒引当金の増加額 1,982 1,910
退職給付(手当)引当金の増加(減少)額 20,117 △ 897
受取利息及び受取配当金 △ 1,857 △ 6,428
支払利息 8,389 10,726
為替差損益 △ 41 38
持分法による投資損益 985 △ 341
有価証券売却損益 △ 6,307 △ 6,082
投資有価証券売却損益 △ 13,522 △ 1,283
有価証券・投資有価証券評価損 2,511 6,658
固定資産廃却損 1,217 1,140
固定資産売却損益 △ 941 △ 525
売上債権の増加(減少)額 △ 14,124 3,138
たな卸資産の減少額 5,430 20,835
仕入債務の増加額 5,911 12,151
その他 △ 4,014 △ 3,308
　　　（　小　　計　） 　( 34,375 ) 　( 47,693 )
利息及び配当金の受取額 1,857 6,428
利息の支払額 △ 8,455 △ 10,791
法人税等の支払額 △ 1,034 △ 1,431
　　　　　　　　計 26,743 41,898

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ 2,891 △ 1,567
定期預金の払戻による収入 13,465 4,104
有価証券の取得による支出 △ 71 △ 368
有価証券の売却による収入 9,978 9,226
有形固定資産の取得による支出 △ 20,246 △ 36,680
有形固定資産の売却による収入 5,232 1,548
投資有価証券の取得による支出 △ 171 △ 269
投資有価証券の売却による収入 17,854 1,781
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 1,658 －　
その他 2,683 △ 203
　　　　　　　　計 27,492 △ 22,428

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純減少額 △ 55,438 △ 32,230

長期借入れによる収入 9,454 41,363

長期借入金の返済による支出 △ 35,118 △ 36,892

社債の償還による支出 －　 △ 40,000

株式の発行による収入 －　 25,004

　　　　　　　　計 △ 81,101 △ 42,754

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 125 △ 75

現金及び現金同等物の増加高 △ 26,990 △ 23,359

現金及び現金同等物の期首残高 68,958 60,972

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加高 －　 31,345

現金及び現金同等物の期末残高 41,967 68,958
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連結財務諸表作成の基本となる事項

  １．連結の範囲に関する事項
　　  連結子会社の数は65社である。
　　　その主要な会社名は以下の通りである。
        日野車体工業㈱、㈱ソーシン、㈱武部鉄工所、東京日野自動車㈱
        大阪日野自動車㈱、福岡日野自動車㈱、ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)LTD.、
　　　　ﾋﾉ･ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ･ﾄﾗｯｸｽ(U.S.A.)INC.、ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰ･ｾｰﾙｽ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱPTY.LTD.

　　　（新  規）
静岡日野自動車㈱

　　　（減　少）
帯広日野自動車㈱ 連結子会社の釧路日野自動車㈱との合併による。

なお、釧路日野自動車㈱は帯広日野自動車㈱と合併し、東北海道
日野自動車㈱に社名を変更した。

休眠会社４社 清算中の休眠会社の清算結了による。
（茨城日野ﾁﾞｰｾﾞﾙ㈱、熊本日野ﾁﾞｰｾﾞﾙ㈱、大分日野ﾁﾞｰｾﾞﾙ㈱、宮崎日野ﾁﾞｰｾﾞﾙ㈱）

　２．持分法の適用に関する事項
　 　 持分法を適用した会社の数は14社である。
　　　その主要な会社名は以下の通りである。
        澤藤電機㈱、三井精機工業㈱、広島日野自動車㈱、三重日野自動車㈱
　　　（新  規）

瀋陽瀋飛日野汽車製造有限公司

　　　（減　少）
当期より連結子会社となった会社 　 静岡日野自動車㈱

  ３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　  連結子会社のうち、ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)LTD.、P.T.ﾋﾉ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ 他 計5社
　　　の決算日は、12月31日である。
　　  連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との
　　　間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。
　　  上記以外の子会社の決算日は、連結決算日(3月31日)と一致している。

  ４．会計処理基準に関する事項
     (1)重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　有価証券　　　満期保有目的債券　　　償却原価法
　　　　　　　　　　　その他有価証券　　　　移動平均法による原価法
　　　　たな卸資産　　主として個別原価法及び移動平均法による原価法

　　 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産　主として定率法。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物
　　　　　　　　　　　（建物附属設備を除く）については定額法。在外連結子会社は
　　　　　　　　　　　主として定額法｡
　　　　無形固定資産　定額法
　　　　　　　　　　　（ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可
　　　　　　　　　　　能期間に基づく定額法）

　　 (3)重要な引当金の計上基準
　　　　貸倒引当金　　　一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の
　　　　　　　　　　　　債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
　　　　　　　　　　　　計上している。

　　　　賞与引当金　　　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を
　　　　　　　　　　　　計上している。

　　　　製品保証引当金　製品のｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽに対する費用の支出に備えるため、過去の実績
　　　　　　　　　　　　を基礎として計上している。
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　　　　退職給付引当金　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
　　　　　　　　　　　　及び年金資産見込額に基づき、当期末に発生していると認められ
　　　　　　　　　　　　る額を計上している。なお、会計基準変更時差異(21,703百万円)
　　　　　　　　　　　　については、当期において一括費用処理し、特別損失に計上して
　　　　　　　　　　　　いる。また、退職手当引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等
　　　　　　　　　　　　に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示している。

　　 (4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　　　  外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
　　　  損益として処理している。なお、在外連結子会社の資産及び負債、収益及び費用
　　　　は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本
　　　　の部における為替換算調整勘定に含めている。

　　 (5)重要なリース取引の処理方法
　　　  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
　　　  ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　 (6)重要なヘッジ会計の方法
　　　　主として繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約については、振当処理の
　　　　要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を
　　　　満たしている場合は特例処理を採用している。

　　 (7)消費税等の会計処理
　　　　税抜方式によっている。

  ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　　  連結子会社の資産及び負債の評価については､全面時価評価法を採用している｡

  ６．連結調整勘定の償却に関する事項
　　  連結調整勘定の償却については、原則として発生年度より実質的判断による年数の見
　　　積りが可能なものはその見積り年数で、その他については５年間で均等償却している｡

  ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
　　  連結剰余金計算書は、連結会社の連結会計年度中に確定した利益処分等に基づいて作
　　　成している。

  ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、
　  　随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少
　　　なリスクしか負わない、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から
　　　なっている。

  ９．会計処理の変更について
  　　連結子会社である、国内地区販売会社の割賦手数料については、従来、営業外収益
　　　に計上していたが、当期より、売上高に計上する方法に変更した。この会計処理の
　　　変更は、企業集団における割賦手数料の考え方を統一し、営業活動による利益をよ
　　　り実態に合わせるためのものである。この変更により、売上高及び営業利益は
　　　3,418百万円増加し、経常利益には影響ない。
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(追加情報）

　１．退職給付会計
　　　当期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見
　　　書」(企業会計審議会　平成10年6月16日)）を適用している。この結果、従来の方法
　　　によった場合と比較して、経常利益は765百万円増加し、税金等調整前当期純損失は
　　　20,937百万円増加している。また、会計基準変更時差異（21,703百万円）について
　　　は、当年度において一括費用処理し、特別損失に計上している。

　２．金融商品会計
　　　当期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見
　　　書」(企業会計審議会 平成11年1月22日)）を適用し、貸倒引当金の計上方法、有価
　　　証券の評価方法について変更している。この結果、従来の方法によった場合と比較
　　　して、経常利益は1,998百万円減少し、税金等調整前当期純損失は1,998百万円
　　　増加している。

　　　また、当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を
　　　行っていない。なお、平成12年大蔵省令第9号附則第3項によるその他有価証券に係
　　　る連結貸借対照表計上額等は次のとおりである。
　　　　　　　連結貸借対照表計上額 34,702 百万円
　　　　　　　時　　　　　　価　　　 78,845 百万円
　　　　　　　評価差額金相当額 25,481 百万円
　　　　　　　繰延税金負債相当額 18,562 百万円
　　　　　　　少数株主持分相当額 99 百万円

　３．外貨建取引等会計基準
　　　当期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計基準の改訂に関す
　　　る意見書」(企業会計審議会　平成11年10月22日)）を適用している。これによる損益
　　　への影響はない。また、前期において資産の部に計上していた為替換算調整勘定は､
　　　連結財務諸表規則の改正により､少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定
　　　に含めている｡

（後発事象）

　　　　当社は、平成13年4月25日開催の取締役会において、独禁当局への届出･認可など
　　　国内外の行政手続きの完了および証券取引法による届出の効力発生を条件として、
　　　トヨタ自動車株式会社を割当先とする第三者割当増資による新株式の発行について
　　　決議した。
　　　その概要は次のとおりである。

　　　(１)増資の理由 トヨタ自動車株式会社との資本提携をより一層強固なものとし、
さらなる事業の拡大と収益構造の強化を進め、盤石な経営基盤
の確立を目指すため、第三者割当増資を行うものである。

　　　(２)新株式発行額 １株当たり542円
　　　(３)発行する新株式数額面普通株式（１株当たり金額50円）　　　　122,300千株
　　　(４)発行価額の総額 66,286,600千円
　　　(５)資本繰入額 33,143,300千円（１株当たり271円）
　　　(６)新株式発行日 平成13年8月31日（予定）
　　　(７)親会社の異動 本増資により、割当先のトヨタ自動車株式会社は、当社の

親会社となる見込みである。
（異動後出資比率　　50.1％）
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注記事項

（連結貸借対照表関係）
当　期 前　期
(百万円） (百万円）

１．有形固定資産の減価償却累計額 502,485 486,030

２．保証債務の残高 17,725 19,212

(リース取引関係）

<借　主　側>
Ⅰ.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンスリース取引

当　期 前　期
１. 取得価額相当額 (百万円） (百万円）
　　　　機械装置及び運搬具 9,175 11,016
　　　　工具器具備品 11,944 13,388
　　　　合　　　計 21,119 24,405

２. 減価償却累計額相当額
　　　　機械装置及び運搬具 4,331 5,413
　　　　工具器具備品 7,950 8,233
　　　　合　　　計 12,282 13,647

３. 期末残高相当額
　　　　機械装置及び運搬具 4,843 5,603
　　　　工具器具備品 3,993 5,155
　　　　合　　　計 8,836 10,758

４. 未経過リース料期末残高相当額
　　　　（１　年　内） 2,577 3,061
　　　　（１　年　超） 6,258 7,697
　　　　（合　　　計） 8,836 10,758

５．支払リース料 及び 減価償却費相当額
        支払リース料 3,288 3,611
        減価償却費相当額 3,288 3,611

６．減価償却費相当額の算定根拠
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過リース料の期末残高
    相当額の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いので支払利子込み法によっている。

Ⅱ.オペレーティングリース取引 当　期 前　期
未経過リース料 (百万円） (百万円）
　　　　（１　年　内） 13 16
　　　　（１　年　超） 17 22
　　　　（合　　　計） 31 38
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<貸　主　側>

Ⅰ.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンスリース取引

当　期 前　期
１. 取得価額 (百万円） (百万円）
　　　　機械装置及び運搬具 11,753 14,014
　　　　工具器具備品 －　 1,010
　　　　無形固定資産 －　 234
　　　　合　　　計 11,753 15,259

２. 減価償却累計額
　　　　機械装置及び運搬具 6,053 7,076
　　　　工具器具備品 －　 592
　　　　無形固定資産 －　 105
　　　　合　　　計 6,053 7,774

３. 期末残高
　　　　機械装置及び運搬具 5,699 6,937
　　　　工具器具備品 －　 418
　　　　無形固定資産 －　 128
　　　　合　　　計 5,699 7,484

４. 未経過リース料期末残高相当額
　　　　（１　年　内） 2,338 3,068
　　　　（１　年　超） 3,373 4,597
　　　　（合　　　計） 5,712 7,665

５．受取リース料 及び 減価償却費
        受取リース料 3,341 3,200
        減価償却費 2,888 2,744

６．減価償却費の算定根拠
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(注）取得価額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経過リース料期末残高及び
     見積残存価額の合計額が、営業債権の期末残高等に占める割合が低いので受取利子込み
     法によっている｡
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当　期 前　期
繰延税金資産 (百万円） (百万円）
貸 倒 引 当 金 限 度 超 過 額 1,779 54
賞 与 引 当 金 限 度 超 過 額 1,644 848
退職手当引当金限度超過額        - 216
退職給付引当金限度超過額 10,460        -
製品保証引当金限度超過額 1,986        -
繰 越 欠 損 金 27,046 24,346
そ の 他 4,893 1,311
繰延税金資産　小 計　 47,810 26,777
  評価性引当金 △ 24,694       -
繰延税金資産　合 計　 23,116 26,777

繰延税金負債
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 3,757 △ 3,905
そ の 他 △ 1,054       -
繰延税金負債　小 計　 △ 4,811 △ 3,905

繰延税金資産の純額 18,304 22,871
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 ６.セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報
　　　当グループは、自動車の製造及び販売に関連した事業のみであるため、事業の種類別セグ
　　　メント情報は記載していない。

（２）所在地別セグメント情報
　　　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金
　　　額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、連結財務諸表規則取扱要領第39の 
　　　 3に基づき、記載を省略している。

（３）海 外 売 上 高

当  期（平成1 2年4月1日～平成1 3年3月3 1日）

(注) 国又は地域の区分方法及び各区分に属する主な国又は地域
　  1.国又は地域の区分の方法 ･･････ 地理的近接度による。
　  2.各区分に属する主な国又は地域 ･･････ アジア：タイ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、中国 他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北　米：ｱﾒﾘｶ、ｶﾅﾀﾞ 他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大洋州：ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾖｰﾛｯﾊﾟ：ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ、ﾄﾙｺ 他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の地域：中南米 他

前　期（平成11年4月1日～平成12年3月3 1日）

区　　　分 ア ジ ア 北 米 大 洋 州
その他の
地 域

計

　　　百万円 　　　百万円 　　　百万円 　　　百万円 　　　百万円

海 外 売 上 高 30,748 13,648 11,518 9,590 65,505

連 結 売 上 高 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 653,287

連結売上高に占める

海外売上高の割合 4.7% 2.1% 1.8% 1.4% 10.0%

(注) 国又は地域の区分方法及び各区分に属する主な国又は地域
　  1.国又は地域の区分の方法 ･･････ 地理的近接度による。
　  2.各区分に属する主な国又は地域 ･･････ アジア：台湾、中国、タイ 他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北　米：ｱﾒﾘｶ、ｶﾅﾀﾞ 他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大洋州：ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ 他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の地域：中南米 他

区　　　分 ア ジ ア 北 米 大 洋 州 ﾖｰﾛ ｯﾊﾟ
そ の 他
の 地 域

計

　　　百万円 　　　百万円　　　百万円　　　百万円　　　百万円 　　　百万円

海 外 売 上 高 38,179 15,619 10,902 7,764 7,147 79,613

連 結 売 上 高 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 　　　－ 703,998

連結売上高に占める

海外売上高の割合 5.4% 2.2% 1.6% 1.1% 1.0% 11.3%
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 ７.有価証券

( 1 )当　期（平成13年3月3 1日現在）

満期保有目的の債券で時価のあるもの
（百万円未満切捨て）

当　　期　（平成13年3月31日）

種 類 連結貸借対照表　 時　　価 差    額

計　上　額　

時価が連結貸借対照表計上額

を越えるもの

割 引 債 等 61 61 0

時価が連結貸借対照表計上額

を越えないもの

割 引 債 等 1,248 1,248 △ 0 

合 計 1,309 1,309 △ 0 

( 2 )前　期（平成12年3月3 1日現在）

（百万円未満切捨て）

前　　期　（平成12年3月31日）

種 類 連結貸借対照表　 時　　価 評価損益

計　上　額　

流動資産に属するもの

株 式 5,578 13,232 7,653

債 券 66 59 △   6

そ の 他 27 24 △   3

小 計 5,672 13,315 7,643

固定資産に属するもの

株 式 37,193 115,178 77,984

債 券      -      -       -

そ の 他 231 231       -

小 計 37,425 115,410 77,984

合 計 43,098 128,726 85,627

 (注) １.時価の算定方法
①上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格による
②店頭売買有価証券 日本証券業協会が公表する最終売買価格等による
③非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格による

 　　 ２.開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　流動資産に属するもの 割引金融債 1,334 百万円
買現先の有価証券 300
中期国債ファンド 36

　　固定資産に属するもの 割引金融債 56
私募債 11
店頭売買有価証券を除く
非上場株式 8,148
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 ８.デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

( 1 )当　期（平成13年3月31日現在）

金利関連
（百万円未満切捨て）

当　　期　（平成13年3月31日）

　種　　　　類　 契　約　額　等 時　　価 評価損益

うち一年超

金利スワップ取引

受取変動・支払固定 3,045 45 △ 7 △ 7

合　　計 3,045 45 △ 7 △ 7

(注) 金利スワップ取引の時価は、金利スワップ契約を締結している取引金融機関から提示
     された価格によっている。

( 2 )前　期（平成12年3月31日現在)

金利関連
（百万円未満切捨て）

前　　期（平成12年3月31日）

　種　　　　類　 契　約　額　等 時　　価 評価損益
うち一年超

金利スワップ取引

受取固定・支払変動 1,390 - 16 16

受取変動・支払固定 3,000 3,000 △ 30 △ 30

合　　計 4,390 3,000 △ 14 △ 14

(注) 金利スワップ取引の時価は、金利スワップ契約を締結している取引金融機関から提示
     された価格によっている。
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９.退職給付関係

1．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として総合設立型厚生年金基金制度、
　 適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。　
　また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。

2．退職給付債務に関する事項（平成13年 3月31日現在）
百万円

イ．退職給付債務 △ 84,122 
ロ．年金資産 40,422
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 43,699 
ニ．未認識数理計算上の差異 1,865
ホ．未認識過去勤務債務 △ 408 
へ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ） △ 42,243 

(注) 1.一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用
　　　 している。　

3．退職給付費用に関する事項（自平成12年 4月1日 至平成13年3月31日）
百万円

イ．勤務費用 6,150
ロ．利息費用 1,917
ハ．期待運用収益 △ 957 
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 21,703
ホ．過去勤務債務の費用処理額 △ 102 
へ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 28,711

(注) 1.上記退職給付費用以外に、割増退職金を193百万円支払っており、
　　　　特別損失として計上している。
     2.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「ｲ.勤務費用」
　　　 に計上している。

4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ．割引率 3.0%
ハ．期待運用収益率 3.0～4.0%
ニ．過去勤務債務の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定

の年数による定額法による｡
ホ．数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定

の年数による定額法により、翌期から費用処理
することとしている｡

へ．会計基準変更時差異の処理年数 １年
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 １０.関連当事者との取引

当連結会計年度（自 平成12年4月1日　至 平成13年3月31日）

(1)その他の関係会社
（百万円未満切捨て）

事業の議決権等 関係内容
会社名 住所 資本金 の被所有 役員の 事業上 取引内容 取引金額 科目 期末残高

内　容割合 兼務等 の関係

百万円 百万円 百万円
トヨタ 愛知県 397,049 自動車 直接 兼任 小型ﾄﾗｯｸ営業取引製品の販売等 220,575 売掛金 15,024

自動車㈱豊田市 製造 36.6% 1人 等の受託 未収入金 768
元役員 生産 部品の購入等 98,850 買掛金 7,573
2人 未払費用 1

（注）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。


